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今月号のあらまし 

 

Ⅰ 今国会に農業競争力強化支援法案を提出 

１月２０日、通常国会が召集された。安倍首相は衆参両院の本会議で施政方

針演説を行い、今国会に８本の農政改革関連法案を提出し「農政改革を同時並

行で一気呵成に進める」と表明した。全農改革については「数値目標の達成状

況を始め、進捗をしっかり管理していく」と述べた。 

政府は農政改革関連法案のうち、「農業競争力強化支援法案」を最優先で国

会提出し、成立に全力を挙げる方針を示しており、ＪＡ全農の自己改革と並行

して進めることにより、生産資材価格の引き下げや農業の構造改革を加速する。 

 

Ⅱ 平成２９年度予算案を閣議決定 

１２月２２日、政府は平成２９年度予算案と平成２８年度第３次補正予算案、

平成２９年度税制改正大綱を閣議決定した。２９年度予算案の農林水産関係は

２兆３，０７１億円（前年比２０億円減）となったが、農林水産省の人件費減

少などに伴う減少が６３億円あるため、実質的には前年対比微増となっている。 

 

Ⅲ 通商交渉をめぐる情勢 

１月２０日、トランプ氏は米国大統領に就任し、ＴＰＰから脱退する方針を

正式に表明した。ＴＰＰは米国抜きでは発効しないため、漂流が決定的となっ

た。また、トランプ大統領は就任演説で「米国第一」を強調した。今後、ＦＴ

Ａなど日米２国間交渉を要求される可能性があり、ＴＰＰで合意した水準以上

の市場開放を求めてくる恐れもあると報道されている。 

 

Ⅳ 生産緑地の下限面積を３００㎡に引き下げ 

国土交通省は、生産緑地の下限面積を現行の５００㎡から３００㎡に引き下

げる方針である。２月に、この内容を盛り込んだ生産緑地法改正案が閣議決定

され、通常国会に提出される見込みである。 

また、平成３４年には、指定から３０年を経過する生産緑地の買取申し出が

できるようになることから、生産緑地が大幅に減少することが懸念されている。 

国土交通省は、買取り申し出ができるようになる時期を一定期間ごとに延期

する措置を、生産緑地法改正案に盛り込むことを検討している。 
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Ⅰ 今国会に農業競争力強化支援法案を提出 
― 農水省が農業競争力強化プログラムの説明会を実施 ― 

 

〇 １１月２９日に政府の農林水産業・地域の活力創造本部の会議が開催され、

政府の農業改革の新たな方針である「農業競争力強化プログラム」等が盛り

込まれた、改訂「農林水産業・地域の活力創造プラン」が了承された。 

 

〇 農水省は「農業競争力強化プログラム」について解説する動画を作成し、

インターネット上（同省のホームページ）で、参考資料とともに公開してい

る。動画はＴＰＰ中長期対策１２項目に指定生乳生産者団体の見直しを加え

た１３項目それぞれで作成され、担当局長が説明している。 

 

〇 １月１７日、小泉進次郎農林部会長が委員長を務めた自民党農林水産業骨

太方針策定ＰＴが同骨太方針実行ＰＴに衣替えした。同ＰＴで農業改革の進

捗管理を行っていく方針を固めた。 

 

〇 同日、同ＰＴの全国キャラバンの初回として、青森県で農業者を対象に農

業競争力強化プログラムの説明会を開き、農業現場に改革内容が説明された。 

 

〇 農水省は、１月１７日から２０日にかけて、農林水産本省と各地方農政局

等をテレビ会議システムで結び、説明会を開催した。 

 

【説明会の開催日とテーマ】 

【第１回】１月１７日（火）１０：３０～１２：００ 

テーマ：農政新時代に必要な人材力を強化するシステムの整備 

    全ての加工食品への原料原産地表示の導入 

【第２回】１月１７日（火）１４：００～１５：３０ 

テーマ：牛乳・乳製品の生産・流通等の改革 

【第３回】１月１８日（水）１０：３０～１２：００ 

テーマ：真に必要な基盤整備を円滑に行うための土地改良制度の見直し 

    収入保険制度の導入 

【第４回】１月２０日（金）１０：３０～１２：００ 

テーマ：生産者の所得向上につながる生産資材価格形成の仕組みの見直し 

    生産者が有利な条件で安定取引を行うことができる流通・加工の 

業界構造の確立 

戦略的輸出体制の整備 

 

〇 通常国会は、１月２０日に召集された。会期は６月１８日までの１５０日

間となる見込みである。 
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〇 安倍首相は衆参両院の本会議で施政方針演説を行い、今国会に８本の農政

改革関連法案を提出し「農政改革を同時並行で一気呵成に進める」と表明し

た。全農改革については「数値目標の達成状況を始め、進捗をしっかり管理

していく」と述べた。 

 

【第百九十三回国会における安倍首相施政方針演説（農業関係抜粋）】 

（農政新時代） 

 地方経済の核である農業では、高齢化という「壁」が立ちはだかってきま

した。平均年齢は六十六歳を超えています。 

 しかし、攻めの農政の下、四十代以下の新規就農者は二年連続で増加し、

足元では、統計開始以来最多の二万三千人を超えました。生産農業所得も、

直近で年間三兆三千億円、過去十一年で最も高い水準まで伸びています。 

 更なる弾みをつけるため、八本に及ぶ農政改革関連法案を、今国会に提出

し、改革を一気に加速します。 

 農業版の「競争力強化法」を制定します。肥料や飼料を一円でも安く仕入

れ、農産物を一円でも高く買ってもらう。そうした農家の皆さんの努力を後

押しするため、生産資材や流通の分野で、事業再編、新規参入を促します。

委託販売から買取販売への転換など、農家のための全農改革を進めます。数

値目標の達成状況を始め、その進捗をしっかりと管理してまいります。 

 牛乳や乳製品の流通を、事実上、農協経由に限定している現行の補給金制

度を抜本的に見直し、生産者の自由な経営を可能とします。 

 農地バンクの下、農地の大規模化を進めます。世界のマーケットを目指し、

生産行程や流通管理の規格化、ＪＥＴＲＯの世界ネットワークを活用したブ

ランド化を展開し、競争力を強化します。 

 農政改革を同時並行で一気呵(か)成に進め、若者が農林水産業に自分たち

の夢や未来を託することができる「農政新時代」を、皆さん、共に、切り拓

いていこうではありませんか。 

 

〇 政府は農政改革関連法案のうち、「農業競争力強化支援法案」を最優先で

国会提出し、成立に全力を挙げる方針を示している。内容は規制緩和など国

が取り組むべき役割を明記した上で、農業用資材メーカーの再編を後押しす

るための優遇措置を設けることが柱となっている。ＪＡ全農の自己改革と並

行して進めることにより、生産資材価格の引き下げや農業の構造改革を加速

する。 
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【農業競争力強化支援法案の主な内容】 

l 農業用資材メーカーや卸売業者の再編を後押しするため、新会社設立に係
る登録免許税を軽減 

l 新会社に政府系金融機関からの低金利融資を実施 

l 肥料や農薬など農業用資材に関する規制を見直し 

l 資材価格や農産物の販売手数料を比較できる環境を整備 

（平成２９年１月１６日付読売新聞を参考に作成） 

 

〇 なお、卸売市場法改正案の提出については見送られる方針が明らかとなっ

ている。同法については、卸に出荷物を必ず全量引き取ってもらえる「受託

拒否の禁止」の見直しも視野に検討が進められてきた。 
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Ⅱ 平成２９年度予算案を閣議決定  

― 29年度農林水産予算案 前年度比 20億円減 2兆 3,071億円 ― 

 

１．平成２９年度予算案 

○ 政府は１２月２２日に閣議を開き、一般会計総額で過去最大となる９７兆

４，５４７億円の平成２９年度予算案を閣議決定した。「経済・財政再生計

画」２年目の予算として、経済再生と財政健全化の両立を実現する予算をめ

ざす中で、一億総活躍のための子育て・介護や成長戦略の鍵となる研究開発

に加えて、働き方改革の実現、国民の生命を守る防災・減災、国土強靭化、

未来を拓き創造する教育再生、国民生活の安心の実現などを最重要政策課題

としている。 

  同日の閣議ではあわせて２８年度第３次補正予算案も決定した。農林水産

関係では、熊本地震や鳥取中部地震、台風被害に対応する災害復旧事業など

に計３０６億円を計上した。 

 

○ 農林水産関係予算は、政府がＴＰＰ中長期対策として１１月末に決定した

「農業競争力強化プログラム」に沿った内容となっており、総額２兆３，０

７１億円で、前年度より２０億円減少しているが、農林水産省の人件費減少

などに伴う減少が６３億円あるため、実質的には前年対比微増となっている。

（別紙１「平成２９年度農林水産関係予算の重点事項」参照）。 

 

農林水産関係予算の推移 
（単位：億円、％） 

年 度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 

予算総額 （▲4.2） 

24,517 

（▲7.4） 

22,712 

（▲4.3） 

21,727 

（5.7） 

22,976 

（1.3） 

23,267 

（▲0.8） 

23,090 

（0.0） 

23,091 

（▲0.1） 

23,071 

 非公共 

事業 

（14.7） 

17,954 

（▲2.4） 

17,517 

（▲3.9） 

16,831 

（▲2.1） 

16,469 

（1.3） 

16,689 

（▲1.1） 

16,499 

（▲1.0） 

16,330 

（▲0.6） 

16,238 

公共 

事業 

(▲34.1) 

6,563 

(▲20.9) 

5,194 

（▲5.7） 

4,896 

(32.9） 

6,506 

（1.1） 

6,578 

（0.2） 

6,592 

（2.6） 

6,761 

（1.1） 

6,833 

注：予算額は当初予算で、上段（ ）書きは対前年度増減率である。 
                         出典：財務省ホームページ 

 

○ ２９年度予算案の主な項目は次頁の通りとなっている（括弧内は前年度

額） 
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【２９年度予算案の主な項目】 

Ø 水田活用の直接支払交付金 

Ø 畑作物の直接支払交付金 

Ø 土地改良関係 

農業農村整備事業 

農山漁村地域整備交付金のうち農業農村整備分 

農地耕作条件改善事業（非公共） 

Ø 担い手への農地集積・集約化の加速化 

Ø 農業人材力強化総合支援事業（旧 新規就農・経営継承

総合支援事業）        

うち 農業次世代人材投資事業（旧 青年就農給付金） 

Ø 強い農業づくり交付金 

Ø 新しい野菜産地づくり交付金 

Ø 畜産・酪農経営安定対策 

Ø 酪農経営体生産性向上緊急対策事業 

Ø 果樹・茶支援関連対策 

Ø 中山間地農業ルネッサンス事業〈一部公共〉 

Ø 多面的機能支払交付金 

Ø 中山間地域等直接支払交付金 

Ø 環境保全型農業直接支払交付金 

Ø 鳥獣被害防止総合対策交付金 

３，１５０億円 

１，９５０億円 

４，０２０億円 

３，０８４億円 

７０１億円 

２３６億円 

１５５億円 

２０２億円 

 

１４０億円 

２０２億円 

２３億円 

１，７６３億円 

６０億円 

７２億円 

４００億円 

４８３億円 

２６３億円 

２４億円 

９５億円 

（３，０７８億円） 

（１，９４８億円） 

（３，８２０億円） 

（２，９６２億円） 

（７３５億円） 

（１２３億円） 

（８１億円） 

（１９３億円） 

 

（１１６億円） 

（２０８億円） 

（１１億円） 

（１，６９８億円） 

― 

（７０億円） 

（ - 億円） 

（４８３億円） 

（２６３億円） 

（２４億円） 

（９５億円） 

 

 

○ 飼料用米などの非主食用米の作付けを支援する「水田活用の直接支払交付

金」が７２億円増額され、３，１５０億円を確保。農業人材力強化総合支援

事業（旧 新規就農・経営継承総合支援事業）が２０２億円（前年度比９億

円増）などと積み増された一方で、強い農業づくり交付金が２０２億円（前

年度比６億円減）となるなど一部で削減された。 

 

○ 今回新たに創設された中山間地農業ルネッサンス事業は４００億円とな

った。各種事業に優先枠を設けて手当てする。具体的には、農地・農業施設

の改善や集落営農組織の組織化・法人化、６次産業化・ブランド化、鳥獣被

害防止策、多面的機能維持のための共同活動支援など総合的に中山間地農業

を底上げする。 

 

○ 農業農村整備事業等の土地改良関係予算は４，０２０億円（前年度比２０

０億円増）が計上され、２８年度第２次補正予算の１,７５２億円とあわせ

て、５，７７２億円を確保し、民主党政権下で大幅削減される前の２１年度

当初予算額と同額に増額された。 
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○ １１月２９日に改訂された「農林水産業・地域の活力創造プラン」では、

酪農家の「働き方改革」を短期・集中的に支援するとされたことから、酪農

経営体生産性向上緊急対策事業が創設され、大臣折衝の結果、６０億円が計

上された。 

 

○ ２９年度予算案は、１月２０日に召集される通常国会に提出され、今年度

中の成立がめざされている。 

 

３．平成２９年度税制改正大綱 

○ 自民・公明両党は１２月８日に「（与党）平成２９年度税制改正大綱」を

決定、これを受けて、政府は２２日に「（政府）平成２９年度税制改正の大

綱」を閣議決定した。 

 

○ ２９年度税制改正に関する法案は、１月２０日に召集される通常国会に提

出され、今年度中の成立がめざされている。 

 

【農業分野の税制改正の主なポイント（１２月号より再掲）】 

・ 農業経営基盤強化準備金制度は１年延長。 

・ 肉用牛の売却所得の課税特例を３年延長。 

・ ＪＡなどの受取配当の益金不算入制度の見直し。 

・ 農業用Ａ重油・軽油の石油石炭税の特例措置を３年延長。 

・ 都市農地の賃借時の相続税納税猶予の適用などについては検討し早期に

結論を得る。 

・ 生産緑地の下限面積引き下げに伴う特例については法改正を前提に実施。 

・ 資材価格引き下げ、農産物流通の改革のための税制措置について、関連法

制定を前提に一部税目で実施。 

・ 農協などが一定の貸し付けを受けて共同利用施設を取得した場合の課税

標準特例を２年延長。 

・ 森林環境税については、具体的な仕組みを検討し、１８年度税制改正で結

論を得る。 

 



- -



- -



- -



- -



- -



- -



- -



- -



- -



- -



- -



- -



- -



- -



- -



- -



- -



- -



- -



- -



- -
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Ⅲ 通商交渉をめぐる情勢 
― 米国トランプ大統領就任、ＴＰＰ脱退方針を正式に表明 ― 

 

１．ＴＰＰをめぐる動向 

（１）国内の動き 

〇 １２月９日、日本ではＴＰＰ及び国内対策関連法案について、議会承認を

終えた。（これまでの経緯は「農政をめぐる情勢１１月号」、「農政をめぐる

情勢１２月号」参照。） 

 

〇 １月１６日、安倍首相はベトナムのハノイでグエン・スアン・フック首相

と会談し、ＴＰＰの早期発効を呼びかけた。併せて、安倍首相は中国が進出

を強める南シナ海の海上警備能力の強化に向け、新造巡視艦６隻を供与する

方針を表明し、インフラ整備など新たに約１２００億円の円借款の実施も伝

えた。 

 

（２）米国の動き 

〇 １月１１日、トランプ氏はニューヨークで大統領選後初めて会見し、ＴＰ

Ｐなどを念頭に「米国の貿易協定はひどい」と改めて批判した。米国が日本

や中国から巨額の貿易赤字を負っているとして、貿易不均衡の是正を課題に

挙げた。 

 

〇 １月２０日、トランプ氏は大統領に就任し、ＴＰＰから脱退する方針を正

式に表明した。ＴＰＰは米国抜きでは発効しないため、漂流が決定的となっ

た。また、就任演説で「米国第一」を強調した。今後、ＦＴＡなど日米２国

間交渉を要求される可能性があり、ＴＰＰで合意した水準以上の市場開放を

求めてくる恐れもあると報道されている。 

 

【ＴＰＰ発効の条件】 

① ２年以内に参加１２か国すべてが議会の承認など国内手続きを終える。 

② ①が成立しなかった場合、１２か国のＧＤＰ（国内総生産）の８５％以

上を占める６か国以上が手続きを終え、その時点から６０日経過。 

（１２か国のＧＤＰのうち占める割合：日本＝約１８％、米国＝約６０％） 

 

２．日ＥＵ・ＥＰＡをめぐる動向 

〇 安倍首相が国会答弁において「年内に大枠についての合意を目指していき

たい」と述べるなど、平成２８年内に何らかの交渉成果を得ることに強い意

欲を示し、年末にかけて、活発な動きがあった。（詳細は「農政をめぐる情勢

１２月号」参照。） 
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〇 １２月１３日、衆・参農林水産委員会は、日ＥＵ・ＥＰＡ交渉に関し、「農

林水産物の重要品目の再生産が可能となるよう、必要な国境措置をしっかり

確保する」との内容を盛り込んだ決議を可決した。 

 

 

【衆・参農林水産委員会「畜産物価格等に関する決議」】 

（日ＥＵ・ＥＰＡ交渉部分抜粋） 

日ＥＵ経済連携交渉については、年内の大枠合意を目指して交渉が行われ

ているが、内容よりも期限を重視するあまり国益が損なわれることのないよ

う、特に、豚肉、乳製品等をはじめとする農林水産物の重要品目の再生産が

引き続き可能となるよう、必要な国境措置をしっかり確保すること。 

 

〇 １６日、自民党は、農林・食料戦略調査会・農林部会、畜産・酪農対策小

委員会合同会議を開催し、国会決議と同趣旨の内容を盛り込んだ「平成二十

九年度畜産物価格等の決定に当たって」を決議した。 

 

【自民党「平成二十九年度畜産物価格等の決定に当たって」】 

（日ＥＵ・ＥＰＡ交渉部分抜粋） 

日ＥＵ経済連携交渉については、国益が損なわれることのないよう、特に、

豚肉、乳製品等をはじめとする農林水産物の重要品目の再生産が引き続き可

能となるよう、必要な国境措置をしっかり確保する。 

 

〇 １７日、ＥＵのペトリチオーネ首席交渉官は、記者会見を行い、交渉は前

進したものの日本からの自動車、ＥＵからの乳製品など加工食品の分野で依

然として隔たりがあること、事務レベルでの交渉は継続するものの、年内で

の大枠合意はないことなどを明らかにした。 

 

〇 また、ＥＵが加工食品や飲料品の生産・輸出で世界一であることなどに言

及し、日本との貿易構造がＴＰＰ諸国と異なるなか、ＴＰＰの交渉結果を基

準に交渉を進める日本の交渉姿勢を強くけん制した。 

 

【１２月１７日ＥＵ側首席交渉官による記者会見での主な発言】 

＜首席交渉官会合の結果＞ 

・お互いがこの交渉に対する明確な決意をもって全力を尽くしたことで、こ

の２週間で非常に重要な進展がみられた。一方、いくつかの点では非常に

複雑な状況だ。 

・いくつかの点については、我々が想定していたよりも歩み寄りが難しい状

況だ。これらの課題に対しては、さらに努力が必要だ。 

＜今後の交渉の見通し＞ 

・この（良い合意の）実現に向け、お互いの距離を縮めるべく今後数週間も

交渉を継続し、できれば来年早々にも、正しい形でバランスの取れた大枠

合意に到達したい 



30 
 

・現在のところ明確な日程感は設定されていないが、我々は日本の交渉団を

ブリュッセルにお迎えする用意があり、早ければ 1月にも交渉を再開すべ

きであると考えている。 

＜農産品にかかる市場アクセス＞ 

・農産物および加工品の市場アクセス交渉については、…日本のセンシティ

ビティを考慮しなければならない一方で、世界最大の農産物輸出国である

ＥＵの真っ当な関心事項を考慮してもらうことも必要である。 

・とりわけ乳製品については、日本にとって極めてセンシティブな品目であ

る一方で、多くの EU加盟国にとって関心の高い輸出品目でもある。 

・豚肉については、かなり進展があったと考えている。日本側と実りある議

論ができ、割合早く解決策を見いだせると確信している。 

・日本は乳製品については純輸入国であるとともに、日本市場には輸入品が

入る大きな余裕がある。日本の望む日本の酪農家とチーズ製造者を十分に

保護・尊重するとともに、我々の輸出品に対する十分な市場アクセスを確

保するための適切なバランスを見つけることはできると考えている。 

＜ＴＰＰとの関係について＞ 

・日本がＴＰＰの結果を基準にするなら、…その基準と戦っていく必要があ

る。我々が避けたいのは、ＴＰＰの交渉結果が唯一可能な交渉結果とされ、

ＥＵはその交渉結果に合わせなければならなくなることである。 

・米国などＴＰＰ諸国とＥＵでは、日本との貿易構造が大きく異なっており、

似たような状況なのは僅かの品目で、ほとんどの品目はかなり異なる状況

にある。例えば加工食品・飲料品について我々は世界一の生産者・輸出者

であり、ＴＰＰ参加国と全く異なる。 

 

〇 １９日、西川農林・食料戦略調査会長は、自民党農林・食料戦略調査会、

農林部会合同会議において、「（日ＥＵ・ＥＰＡ交渉について）我々は今日

がキックオフだ」、「前のめりな話はさせない」などと発言したほか、「党

として、（日ＥＵ・ＥＰＡ交渉に）対応する組織を作るか議論が始まってい

る」などと述べた。 

 

〇 ２０日、山本農相は記者会見で日ＥＵ・ＥＰＡ交渉に関し、「国会決議等

を念頭に置き、農林水産物のセンシティビティに配慮しながら、（中略）ど

の品目がということではなく、全て必要に応じて国境措置を確保する」とい

う考えを表明した。 

  

〇 １月１０日、自民党は国会議員有志で「日ＥＵ経済連携対策議員連盟」を

立ち上げた。同日、国会内で同議員連盟の役員会を開き、会長には岡田広氏

（参・茨城）、会長代行に吉川貴盛氏（衆・北海道）、幹事長に山田俊男氏

（参・比例）が就任した。 

 

〇 同会合で西川農林・食料戦略調査会長は「経済連携は進めていくのが当た

り前だが、影響はどう出るのか、本当に国民に理解される協定になるか心配
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もある」と指摘し、「できる限り（政府と）国会が一緒に連携ができる形が

一番いい。実情を聞いてわれわれも対策を十分練っていきたい」と述べた。 

 

〇 １６日、同連盟は初総会を開いた。西川農林・食料戦略調査会長は「農林

水産業に影響が出ないように再生産が十分できるようにしなければならない」

と述べ、岡田会長も「ＴＰＰ合意の水準を超えることのないようしっかり注

視したい」と述べた。 

 

〇 同総会には外務省、農林水産省、経済産業省、財務省も出席した。外務省

の山之内勘二経済局長は、１７日からベルギーのブリュッセルで開かれる首

席交渉間会合において、特に①物品関税②非関税措置③政府調達④サービス

⑤投資⑥地理的表示を含む知的財産権――で集中的に議論することを明らか

にした。 
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Ⅳ 生産緑地の下限面積を３００㎡に引き下げ 
－生産緑地法改正案を今国会に提出へ－ 

 

１.生産緑地の下限面積を３００㎡に引き下げ 

○ 国土交通省は、生産緑地の下限面積（現行：５００㎡）を、市町村の条例

で３００㎡まで引き下げられる法律改正（生産緑地法）を進めている。当該

生産緑地（３００㎡から５００㎡）は、これまでの生産緑地と同様、固定資

産税や相続税等の特例が適用される見込みである。（別紙１） 

 

○ 改正法案は、２月の閣議決定を経て、今国会に提出される見込みである。 

 

○ 下限面積の引下げが実現した場合、小規模な農地でも生産緑地の指定が受

けやすくなる。また、複数の生産者がまとまって生産緑地の指定を受けてい

る場合に、一部の生産者の生産緑地解除によって、下限面積を割り込み、全

体が生産緑地でなくなる、いわゆる「道連れ解除」を減らすことにもつなが

る。 

 

○ ただし、下限面積の引き下げは、市町村が条例で決めることとなっており、

各市町村の姿勢に左右されることになる。 

 

○ 国土交通省は、改正生産緑地法の施行とあわせて、都市計画運用指針の見

直しによって「一団の農地」の解釈も緩和する。現行は農地が隣接している

必要があるが、宅地などを挟んでも、近くの生産緑地と合わせて新たに指定

できるよう、「一団の農地」の考え方を緩和するとみられる。これらの改正

により、従来以上に多くの農地が生産緑地として指定可能となる。 

 

２.指定後３０年経過した生産緑地の取り扱い 

（１）３４年問題 

○ 生産緑地は、指定後３０年の経過（または当該生産緑地で主に営農を行っ

ている者の死亡等）により自治体に対して買取の申し出が可能となる。現行

の生産緑地は、その約８割が平成４年に指定されている。このため、３０年

間経過後の平成３４年には、買取申し出の出来る生産緑地（３０年経過生産

緑地）が大量に発生する（いわゆる「３４年問題」）。 

 

○ 農家が３０年の経過を契機に買取申し出を行うことで、都市農地である生

産緑地が大幅に減少することが懸念されており、国の「都市農業振興基本計

画」においても課題認識されている。 

また、「３４年問題」は、住宅業界では、多くの宅地が放出されることから

ビジネスチャンスとして関心が高い。 
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【都市農業振興基本計画（抜粋）】 

Ｐ－１３（２）都市農業の振興及び土地利用計画に関する制度 

 三大都市圏特定市においては、開発圧力が引き続き大きい地域もある中で、

平成 34 年には、面積ベースで約８割（約 1.1 万 ha）の生産緑地地区が指定
後 30年を経過し、市町村に対する買取りの申出が可能となる。 
その際、後継者の不在等のため営農継続意向がない場合には、買取りの申

出がなされることが見込まれるほか、一定の営農継続意向がある場合に、生

産緑地地区として維持されるか否かは、その後の土地利用規制や税制措置の

影響が大きいと考えられることに留意する必要がある。 
 
○ また、税制上の課題もある。３０年経過生産緑地は、いつでも買取申し出

ができるようになるが、実質的に土地利用制限がない当該生産緑地に対して、

固定資産税等の税制上の優遇が引き続き適用されるかが現時点では不透明

である。 

 

○ 総務省・財務省は、土地の利用制限が実質的にない中で税制上の優遇を措

置することについて、厳しい姿勢を示している模様である。 

 

（２）国土交通省の対応 

○ 国土交通省は、平成３４年以降に、生産緑地の宅地化が一気に進み、「都

市農業振興基本計画」に掲げた「都市と緑・農の共生」の実現に支障をきた

すことを懸念している。 

 

○ そこで、国土交通省は、３０年経過生産緑地においても、営農継続意向を

持つ農家に引き続き税制上の優遇を確保できるよう、買取り申し出ができる

時期を一定期間ごとに延期する措置（特定生産緑地制度）を、平成２９年の

通常国会において、生産緑地法改正に盛り込むことを検討している。 

 

○ こうした制度をふまえ、今後の税制改正において、税制上の措置の獲得を

目指すこととしている。 
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【生産緑地法の改正概要（「３０年経過生産緑地」関係）】 

・市町村長は、所有権等を有する者の同意を前提に、良好な都市環境を形成す

る上で必要と認められる生産緑地を、当該生産緑地の告示の日から３０年を

経過する日以前に、「特定生産緑地」として指定できることとする。 
・「特定生産緑地」に指定された生産緑地については、当該生産緑地の告示の日

から３０年を経過した場合も、指定の有効期限である１０年間は、買取り申

出をすることができないこととする。 
・「特定生産緑地」の指定から１０年を経過する時において、所有権等を有する

者の同意を前提に、指定の有効期限を更に１０年間延長することができるこ

ととする。 
※主たる従事者が死亡等した場合の取扱いは、現行制度と変更なし。 
 
３．今後の対応等 

○ 改正生産緑地法では、生産緑地の下限面積や３０年経過生産緑地の取り扱

いは、市町村の姿勢に左右される。今後は、ＪＡが各市町村に対して「地方

計画」の策定を働きかけるなど、組合員農家の営農継続がしやすい施策や税

制度の要望を引き続き行っていくことが必要である。 
 

【今後のスケジュール】 

日 程 政府・与党等の動き 
２９年１月 ２０日 通常国会開会 

２５日 国土交通部会（提出法案概要説明） 
３１日 国土交通部会（提出法案条文説明） 
 

２月 上旬  自民党 都市農業振興に関する小委員会 
 生産緑地法改正案の閣議決定 

 
４月以降 通常国会提出 

 
※改正生産緑地法は、審議・成立後、面積引き下げ等については

概ね２カ月後、３０年経過生産緑地については概ね１年後の施行

が想定されている。 
 
※改正生産緑地法の施行とあわせて、都市計画運用指針が改正さ

れる見込み。 
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都市農地に係る制度改正案の概要 

 

１．生産緑地地区の面積要件を緩和（生産緑地法） 

・市町村は、生産緑地地区に関する都市計画の面積要件を、

一定の範囲内で条例で引き下げられることとする。 

・生産緑地の都市計画における一団の農地の考え方を緩

和し、物理的に隣接していなくても一定の範囲にある

場合に、一団のものとみなすことができることとする

（都市計画運用指針）。 

※上記緩和をした場合も生産緑地に係る税制措置を適用 

 

２．生産緑地地区に設置できる施設を追加（生産緑地法） 

・直売所、農家レストラン、加工施設を追加する。 

※相続税の納税猶予は適用対象外、固定資産税は生産緑

地地区内の農業用施設と同様。 

 

３．都市計画決定の告示後３０年経過した生産緑地地区の措置（生産緑地法） 

背景等 

・平成３４年には約８割の生産緑地が、都市計画の告示後３０年が経過。 
・生産緑地に係る税制措置（次世代に相続する際の相続税納税猶予など）が継続されな

くなるおそれ。 

方向性 

・市町村長が、所有権者等の同意を得て、必要な場合に、買取り申出の開始時期を一定

期間延長できることとする。※主たる従事者が死亡等した場合の取扱いは変更なし。 
・関連する税制措置については、平成３０年度税制改正以降に対応。 

 
４．農地と宅地が混在する市街地環境の保全を図るための新たな用途地域の類型を創設 

（都市計画法、建築基準法） 

背景等 

・宅地需要の沈静化や都市住民の都市農業に対する認識の変化等を踏まえ、都市農地を

都市にあるべきものへと位置付け（都市農業振興基本計画） 

・市街化区域内で農地が多く分布する住居専用地域においては、農業用施設等を建てる

には特定行政庁の許可が必要。 

方向性 

・低層住居と農地が混在する良好な住宅市街地の環境の保護を目的とした用途地域を設

ける。当該地域では、農業用施設等の立地を可能とする。 

・地域内の宅地における建築物の容積率、高さ等形態規制は、既存の低層住居専用地域

と同様とする。 

・居住環境及び営農環境の急激な変化を抑制するため、農地の開発に係る許可制度（一

定規模未満の開発は可能）を設ける。 

（参考）用途地域は、都市の将来像を想定した上で、住居、商業、工業その他の用途を適切に配分し、機
能的な都市活動の推進、良好な都市環境の形成等を図る制度。建築物の用途、形態等を制限。 

買取り申し出
698㎡

道連れ解除
135㎡

買取り申し出
3,912㎡

道連れ解除
112㎡

 

国土交通省

提出資料 
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